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1. 「調整池容量計算システム」の概要 

1.1. はじめに 
流域の都市化に伴いこれまで流域が有してきた保水・遊水機能が低下し、流出量の増大が

顕在しています。河川改修などの治水施設の整備を進めるとともに、流域において降雨を一

時的に貯留または浸透させることにより、流出を抑制させることが重要です。 

そのため、新たな宅地開発や地面の舗装等に伴って降雨の流出の増加につながらないよう、

雨水貯留浸透機能を回復させるための流出抑制対策に加え、既存宅地での開発に当たって流

出抑制効果を生み出す対策や開発による流出増を抑える以上の流出抑制効果を生み出す対策

を促進する必要があります。 

流出抑制を目的として設置させる施設は貯留施設と浸透施設があります。貯留施設は、雨

水を一時的に貯留することにより流出抑制を図る施設です。浸透施設は、地表あるいは地下

の浅い所から雨水を地中へ分散・浸透させることにより流出抑止を図る施設です。 

  
図 1-1 貯留施設の概要 

（出典：公益社団法人 雨水貯留浸透技術協会ホームページ） 
 

 
図 1-2 浸透施設の概要 

（出典：公益社団法人 雨水貯留浸透技術協会ホームページ） 
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1.2. 本システムでできること 
「調整池容量計算システム」は、開発行為や雨水浸透阻害行為（土の締固めや開発などに

より雨水がしみ込みにくくなる行為）などの土地利用形態を改変する際に設置する貯留浸透

施設の容量やオリフィスの検討を支援するツールとして開発されました。本システムでは、

貯留施設や浸透施設の形状とオリフィスの諸元に基づいて、施設の流出抑制効果を定量評価

することができます。 

そのため、雨水浸透阻害行為の許可基準を満足しているのかを判定できます。また、雨水

浸透阻害行為以外で流域に設置される雨水貯留浸透施設の効果も評価できます。 

 
 
1.3. 本システムの活用の例 

(1) 雨水浸透阻害行為の許可に必要な施設の形状(容量、オリフィス)を算定できる 
特定都市河川流域で雨水浸透阻害行為をする場合には、技術基準に従った雨水貯留浸透施

設の設置することが法律で定められています。 

調整池容量計算システムは、開発や土地利用の改変に伴って設置する雨水貯留浸透施設の

容量やオリフィスが、許可の基準に満足しているのかを判別できるように設計されています。 

 

 

 

図 1-3 雨水浸透阻害行為と許可に必要な雨水貯留浸透施設のイメージ 
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(2) 雨水貯留浸透施設整備計画の認定制度に適用するか評価できる 
民間事業者が行う等による一定規模以上の容量や適切な管理方法等の条件を満たした雨水

貯留浸透施設の整備に係る計画認定制度が創設されました。地方公共団体や前述の認定を受

けた民間事業者等は、流域水害対策計画に基づく雨水貯留浸透施設を整備する場合、予算・

税制等の支援を受けることができます。具体的には、認定事業者に対し、認定計画に係る雨

水貯留浸透施設の設置に要する費用の一部を補助するとともに、市町村は、認定計画に係る

雨水貯留浸透施設の固定資産税について、課税標準を１／３を参酌して１／６～１／２の範

囲内で条例に定める割合とする特例措置を講じることができることになっています。 

雨水浸透阻害行為に伴う雨水貯留浸透施設は、「総貯留量から雨水浸透阻害行為の対策工事

により確保すべき貯留量を除いた貯留量が 30m3 以上」の場合に認定されます。本システムで

は、雨水浸透阻害行為に伴って設置する貯留量を算出した上で、施設貯留量の上乗せ分が 30m3

以上確保されているかどうかを評価できます。 

 

 

図 1-4 雨水浸透阻害行為の対策工事における防災・安全交付金の活用例  

 

 

(3) 雨水貯留浸透施設による流出抑制効果を算定できる 
雨水貯留浸透施設を設置することによって開発エリアなどからの流出量がどの程度抑制さ

れるかの効果を算定することができます。 

図 1-5 にシステムで表示している「水位流量ハイドログラフ」を例示していますが、雨水

貯留浸透施設がない場合の「行為後流入量」が、施設設置によって「調節後放流量」までピ

ーク流量を低減させ、ピーク時間を遅らせる効果を持っていることを示すことができます。 
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図 1-5 水位流量ハイドログラフ（調整計算シート） 

 

 

(4) 降雨強度式からハイエトグラフを作成できる 
降雨強度式から 10分間隔の降水量（ハイエトグラフ）を作成することができます。対象

の降雨強度式は以下の５種類から選択でき、降雨波形も中央集中型と後方集中型から選択

できます。 

 

＜降雨強度式の種類＞ ・タルボット式  I = a / ( t + b) 

 ・シャーマン式  I = a / tn 

 ・久野・石黒   I = a / (t0.5 + b) 

 ・クリーブランド  I = a / (tn + b) 

 ・久野・石黒変形（任意の n） 

 

 

(5) 開発エリアに設置する雨水浸透施設全体の浸透強度が算出できる 
図 1-6 に示すように、１つの開発エリアに複数の種類の雨水浸透施設を設置した場合に、

開発エリア全体に対してどの程度の浸透能力を有しているのかを、「浸透施設能力」シート

で算定することができます。 
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図 1-6 開発エリアにおける雨水浸透施設の設置イメージ 

（出典：増補改訂 雨水浸透施設設置技術指針(案) 調査・計画編） 

 

 

(6) 個別の雨水浸透施設の比浸透量が算出できる 
「増補改訂 雨水浸透施設設置技術指針(案) 調査・計画編」に掲載されている比浸透

量の算定手法に基づいて、施設種類別・形状別の比浸透量を算定できるシートが備わって

います。 

 

 

図 1-7 比浸透量算定シート 
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1.4. 本システムの利用環境 
 本システムは Microsoft Excel を利用しています。 

 流入出量-時間関係グラフ及び許可申請図書の作成に Excel マクロを利用していますので、

マクロのセキュリティを「中」に設定する必要があります。 

 

※セキュリティレベルを「高」に設定している場合はマクロが実行できないため、それぞれ

の結果が作成されません。また、本システムによる検討後には、セキュリティレベルを「高」

に戻すように注意してください。 

 

セキュリティレベルの確認と設定方法を以下に説明します。 

 

【Excel2020 の場合】 

① Excel を起動する。 

② 「ファイル」を選択する。 

③ 「オプション」を選択する。 

④ 「トラストセンター」を選択し、「トラストセンターの設定」ボタンを押下する。 

⑤ 「マクロの設定」を選択する。 

⑥ 「警告を表示してすべてのマクロを無効にする」を選択し、「OK」ボタンを押下する。 

 

【Excel2010、2013 の場合】 

① Excel を起動する。 

② 「ファイル」を選択する。 

③ 「オプション」を選択する。 

④ 「セキュリティセンター」を選択し、「セキュリティセンターの設定」ボタンを押下する。 

⑤ 「マクロの設定」を選択する。 

⑥ 「警告を表示してすべてのマクロを無効にする」を選択し、「OK」ボタンを押下する。 

 

【Excel2007 の場合】 

① 「開発」タブの「コード」で、「マクロのセキュリティ」を選択する。 

※「開発タブが表示されていない場合は、Microsoft Office ボタンを押下し、「Excel の

オプション」を選択する。次に、「基本設定」カテゴリの「Excel の使用に関する基本オ

プション」で「開発タブをリボンに表示する」をオンにする。 

② 「マクロの設定」カテゴリの「マクロの設定」で、「警告を表示してすべてのマクロを無

効にする」を選択する。 

 

【Excel2003 の場合】 

① 「オプション」ダイアログボックスを表示する。 

「ツール」を選択し、「オプション」を選択する。 

② 「セキュリティ」ダイアログボックスを表示する。 
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「セキュリティ」タブを選択し、「マクロのセキュリティ」を選択する。 

③ セキュリティレベルを変更する。 

「セキュリティレベル」タブを選択する。次に、「中 コンピュータに損害を与える可能

性があるマクロを実行する前に警告します。」を選択し、「OK」ボタンを押下する。 
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2. 操作方法 

2.1. 計算フロー 
 調整池容量計算システムの計算フローを以下に示します。「流出係数の設定」から「調整池

容量の概算」までの前段と、その後に厳密計算する「調節計算」とに大きく区分されます。

「調節計算」は調整池からの放流形態に応じてシート（自然調節方式、２段、ポンプ）を選

択します。最後に「調節計算」シートで許可条件を満足していることが確認されたら、「許可

申請図書の作成」ボタンを押すことで、必要な様式が出力されます。 

 

 

図 2-1 計算フロー 

  

流出係数の設定

流出計算（許容放流量の設定）

浸透能力の設定

調節池容量の概算

調節計算（自然調節方式）

調節計算（２段）

調節計算（ポンプ）

※該当シート：「浸透係数算出」

・行為前・行為後の面積の設定
・行為前・行為後の流出係数の設定

※該当シート：「降雨強度」「流入量定義」「01流出計算」

・対象降雨の設定、流出計算の実施
または

・行為後流入量の設定
↓

・許容放流量の設定

※該当シート：「浸透施設能力」「比浸透量」

・浸透計算手法の選択
・浸透施設なし
・浸透施設あり
・浸透施設あり（道路管理者用）

※該当シート：「02流出計算」「03調整池容量の概算」

・浸透計算の実施、流出計算の実施
・調整池高の設定
・調整池概算容量の算出

※該当シート：「04-①調節計算（自然調節方式）」

※該当シート：「04-②調節計算（2段）」

※該当シート：「04-③調節計算（ポンプ）」

・水深/容量(H-V)データの設定
・放流口形状・諸元の設定
・調整計算の実施

☞雨水浸透阻害行為の許可基準に対する評価

・水深/容量(H-V)データの設定
・許容放流量(上段・下段）の設定
・放流口形状・諸元（上段・下段）の設定
・調整計算の実施

☞雨水浸透阻害行為の許可基準に対する評価

・水深/容量(H-V)データの設定
・水深/ポンプ規模（H-Q）データの設定
・調整計算の実施

☞雨水浸透阻害行為の許可基準に対する評価

いずれの施設に対しても共通して実施する検討部分 施設の放流形式によりいずれかを選択して検討する部分
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2.2. シートメニューの説明 

 
 

表 2-1「調節池容量計算システム」各シートの概要 

シート名 概要 

00 はじめに 計算シートの値を全てクリアするためのシートです。（前の計算

結果などがクリアされます。） 

流出係数算出 開発前後の土地利用別面積から(合成)流出係数を算出します。 

降雨強度 対象地域の 10分間隔の降雨強度を入力・算出します。 

流入量定義 既に計算された流出計算結果を使用する場合に入力します。 

01 流出計算（Q-T グラフ） 合成合理式により、流入量-時間関係データを算出します。 

浸透施設能力 又は 

浸透施設能力（流域貯留モデ

ル_道路管理者用） 

・浸透能力は浸水トレンチ、浸透マス、透水性舗装を対象とし、

概略諸元及び単位能力を入力することにより、浸透による流出

抑制効果量を算出します。 

・空隙貯留を考慮し、体積、空隙率を入力することで流出抑制効

果量を算出します。 

比浸透量 浸透施設の比浸透量を算出します。 

02 流出計算（QT-S グラフ） 合成合理式により、浸透による流出抑制効果量を算出します。 

03-①調整池容量の概算 矩形調整池を想定し、トライアル計算により概算の必要容量を算

出します。 

04-①調節計算（自動調節方

式） 

・実際の調整池の水深-容量関係を入力することにより、設定調

整池の効果量を算出します。 

・浸透施設の浸透能力、空隙貯留量を入力することにより、浸透

併用時の容量も算出できます。 

04-②調節計算（2段） 2 段オリフィスによる調整池必要容量を算出します。 

04-③調節計算（ポンプ） ポンプ排水による調整池必要容量を算出します。 

各シート 
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2.3. 必要なデータ 
 本システムを利用して調整池容量計算を行うためには、事前に以下のデータを揃えておく

必要があります。 

 

表 2-2 必要なデータ一覧 

項目 内容 

対象行為面積 土地利用形態ごとの行為前および行為後面積 

対象降雨 
対象地域の降雨強度（10分間隔） 

※直接放流区や流域変更を行った場合に必要となります。 

対象行為後 

流入量 

対象地域の行為後流入量（10分間隔） 

貯留浸透施設 

諸元 

（必要に応じて）

＜一般用＞ 

透水性舗装 ：比浸透量、飽和透水係数、設置数量、体積、空隙率 

浸透マス  ：比浸透量、飽和透水係数、設置数量、体積、空隙率 

浸透トレンチ：比浸透量、飽和透水係数、設置数量、体積、空隙率 

 

＜道路管理者用＞ 

透水性舗装 ：比浸透量算定定数、飽和透水係数、設置数量、体積、空隙率、 

       目詰まり係数、道路層厚、空気間隙率、水拘束率 

浸透マス  ：比浸透量、飽和透水係数、設置数量、設計水頭、体積、空隙率 

浸透トレンチ：比浸透量、飽和透水係数、設置数量、設計水頭、体積、空隙率 

※「一般用」、「道路管理者用」のどちらか一方のみが必要となり、必要となる

データ形式も異なります。 
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2.4. データの初期化【シート：00 はじめに】 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
Ⓐ「00はじめに」タブを選択

します。 

 

Ⓑ「データクリア」ボダンを

押します。 
 
※ 全てのシートの入力値が

クリアされるためご注意

ください。 

B 

A 
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2.5. 流出係数の算出【シート：流出係数算出】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ「流出係数算出」タブを選

択します。 

 

Ⓑ「行為前面積(ha)」「行為後

面積(ha)」のそれぞれを半

角で入力します。 

 

※既に入力されている土地利

用や値を変更しても構いま

せん。ただし、行為前後の

面積が同じになるようにし

て下さい。 

 

Ⓒ 入力すると、行為前及び行

為後の「流出係数算定結果」

が自動計算されます。 

 

A B 

C 
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2.6. 降雨の設定【シート：降雨強度】  
(1) 降雨強度を指定したい場合（雨水浸透阻害行為はこちら） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 任意の降雨強度を設定したい場合 

 

 

Ⓐ「降雨強度」タブを選択し

ます。 

 

Ⓑ 雨水浸透阻害行為に対し

て都道府県より公表され

ている降雨強度を使用す

る場合には、対象地域の降

雨強度（10 分間隔）を入

力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓒ 降雨強度式を選択し、強度

式の係数を入力します。 

 

Ⓓ 中央集中型か後方集中型

かを選択します。 

 

Ⓔ 「計算実行」ボタンを押す

と、Ⓑに降雨強度（10 分

間隔）が出力されます。 

 

 

A 
B 

E 

D 

C 
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2.7. 流出量の算定【シート：01 流出計算(Q-T グラフ)】 
(1) 「降雨強度」シートの降雨に対して実行する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ 「01 流出計算（Q-T グラフ）」

タブを選択します。 

 

Ⓑ「流出計算の実行」を選択

します。 

 

Ⓒ「流出係数」ボタンを押し

ます。 

 

Ⓓ「流出係数算出」タブで算

出された行為前及び行為

後の「流出係数」が設定さ

れます。 

 

※流出係数算定結果を反映さ

せるため、流出係数を修正

した場合には必ず「流出係

数」ボタンを押して下さい。 

 

Ⓔ「流出係数」設定完了後、

「計算実行」ボタンを押し

ます。 

 

Ⓕ 計算結果が一覧表及びグ

ラフ表示されます。 

A 

C D 

E 

F 

B 
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(2) 流出計算結果を指定する場合 

 

【シート：流入量定義】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ「流入量定義」タブを選択

します。 

 

Ⓑ 対象地域の行為後流入量

（10 分間隔）を入力しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A 

B 
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【シート：01 流出計算(Q-T グラフ)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓒ 「01 流出計算（Q-T グラフ）」

タブを選択します。 

 

Ⓓ「流出計算結果の指定」を

選択します。 

 

Ⓔ「計算実行」ボタンを押し

ます。 

 

Ⓕ 計算結果が一覧表及びグ

ラフ表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

C 

D 

E 

F 
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2.8. 流出量に対する浸透施設効果の反映【シート：02 流出計算(QT-S グラフ)】 
 
(1) 浸透施設がない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ 「02 流出計算（QT-S グラ

フ）」タブを選択します。 

 

Ⓑ「浸透施設なし」を選択し

ます。 

 

Ⓒ「計算実行/再設定」ボタン

を押します。 

 

Ⓓ 計算結果が一覧表及びグ

ラフ表示されます。 

 

 

 

 

 

 

  

A 

B 

C 

D 
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(2) 浸透施設がある場合 

【シート：浸透施設能力】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ「浸透施設能力」タブを選

択します。 

 

Ⓑ 浸透施設諸元として、「浸

透マス」「浸透トレンチ」

「透水性舗装」「その他」

について、「比浸透量、飽

和透水係数」「設置数量」

「影響係数」をそれぞれ入

力します。 

また、空隙貯留がある場合

は、空隙貯留諸元として、

１単位あたりの「体積」、

「空隙率」をそれぞれ入力

します。 

既に入力されている値を

変更しても構いません。 

 

※ 飽和透水係数は単位を選

択してください。 

 

Ⓒ 入力すると、「浸透施設能

力算定結果」及び「空隙貯

留量算定結果」が自動計算

されます。 

 

 

 

 

 

A 

B 

C 



 

19 
 

【シート：02 流出計算(QT-S グラフ)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓓ 「02 流出計算（QT-S グラ

フ）」タブを選択します。 

 

Ⓔ「浸透施設あり」を選択し

ます。 

 

Ⓕ「計算実行/再設定」ボタン

を押します。 

 

Ⓖ 計算結果が一覧表及びグ

ラフ表示されます。 

 

 

 

 

 

 

  

D 

E 

F 

G 
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(3) 浸透施設がある場合（貯留浸透モデル_道路管理者用） 

【シート：浸透施設能力（貯留浸透モデル_道路管理者用）】 

※本シートは、「道路路面雨水処理マニュアル(案)」に従っ

て浸透施設を設置する場合に対応した計算シートです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ「浸透施設能力（貯留浸透

モデル_道路管理者用）」タ

ブを選択します。 

 

Ⓑ 浸透施設諸元として、「透

水性舗装」について、「設

置数量」「飽和透水係数」

「比浸透量算定係数」「目

詰まり係数」をそれぞれ入

力します。 

 

Ⓒ 「浸透マス」「浸透トレン

チ」については、「比浸透

量、飽和透水係数」「設置

数量」「設計水頭」「影響係

数」をそれぞれ入力します。 

また、空隙貯留がある場合

は、空隙貯留諸元として、

１単位あたりの「体積」、

「空隙率」をそれぞれ入力

します。 

既に入力されている値を

変更しても構いません。 

 

Ⓓ 入力すると、「上層路盤及

び下層路盤での貯留量」と

「設計浸透能力」「平均設

計水頭」「設計平均貯留量」

が自動計算されます。 

 

A 

C 

B D 

D 
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【シート：02 流出計算(QT-S グラフ)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓔ 「02 流出計算（QT-S グラ

フ）」タブを選択します. 

 

Ⓕ「浸透施設あり（貯留浸透

モデル_道路管理者用）」を

選択します。 

 

Ⓖ「計算実行/再設定」ボタン

を押します。 

 

Ⓗ 計算結果が一覧表及びグ

ラフ表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

E 

F 

G 

H 
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(4) 参考：比浸透量の設定【シート：比浸透量】 

浸透施設の比浸透量は、施設の形状と湛水深で決まります。浸透施設のカタログなどに比

浸透量の記載がない場合には、「増補改訂 雨水浸透施設技術指針(案) 調査・計画編（社団

法人 雨水貯留浸透技術協会 編）」に掲載されている算定式により設定します。 

 

【シート：比浸透量】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ「比浸透量」タブを選択し

ます。 

 

Ⓑ 浸透施設の種類を選択し

ます。 

 

Ⓒ 浸透施設の形状を入力し

ます。 

 

Ⓓ 算出された比浸透量は、

「浸透施設能力」シートの

比浸透量の欄に入力しま

す。 

 

 

A 

B 

C 

D 
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参考：増補改訂 雨水浸透施設技術指針(案) 調査・計画編（社団法人雨水貯留浸透技術協会編） 
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※大型貯留槽は、施設規模別に係数の式が異なり煩雑になるためシステムにはありません。 
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(5) 参考：透水係数の設定【シート：浸透施設能力】 

表層土壌の飽和透水係数の設定は、以下の方法が考えられます。対象地域の関連資料を収

集した上で適切に設定します。 

 ・対象地区で現地浸透試験を実施して設定 

 ・地質図や地盤図等を収集し、対象地区の地質条件から代表値を設定 

 ・対象地区近傍でボーリングが実施されている場合は、地質条件から代表値を設定 

 ・浸透能力マップが作成されている地域では、マップ代表値を設定 

 

※ 参照：地質・土壌に関連する資料 

 
出典：「増補改訂 雨水浸透施設技術指針(案) 調査・計画編（社団法人 雨水貯留浸透技術協会 編）」 

 

（透水性舗装の透水係数の扱い） 

 飽和透水係数は地域の地盤・地質特性より設定しますが、透水性舗装の場合は、路床の転圧・

締固め等の影響を考慮して、対象地域の透水係数の 1/10 とすることが一般的です。 
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2.9. 調整池容量の概算【シート：03-①調整池容量の概算】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ「03-①調整池容量の概算」

タブを選択します。 

 

Ⓑ 行為後ピーク流入量（浸透

考慮後）は、「02流出計算

(QT-S グラフ)」で算出さ

れた値が表示されます。 

 

Ⓒ 許容放流量（行為前ピーク

流入量）は、「01流出計算

(Q-T グラフ)」で算出され

た値が表示されます。 

 

Ⓓ 浸透施設条件は、「02流出

計算(QT-S グラフ)」で選

択した条件が表示されま

す。 

 

Ⓔ 調整池高を設定します。 

※ 実際に設置する池の構造

を考慮して値を入力して

ください。入力された値は、

本システムでは調整池の

計画高水位（H.W.L）とし

て扱われます。 

 

Ⓕ「計算実行」ボタンを押す

と、調整池必要容量が概算

されます。 

 

Ⓖ 計算結果として、「必要容

量」「オリフィス径」が表

示されます。 

 

A 

B C 

D 

E 

F 

G 
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Ⓒ 水深-容量データとは、 
 水深と容量の関係から調整池の形状を設定するものです。

例えば、面積 10m2・高さ 2m の調整池の水深と容量の関係は

下図のような関係が成り立ちます。 

 

 

 

 

 

 システムには以下のように入力します。 

2.10. 調節計算【シート：04-①～③ 調節計算】

(1) 自然調節の場合【シート：04-①調節計算(自然調節方式)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ「04-①調節計算（自然調節

方式）」タブを選択します。 

 

Ⓑ 行為後ピーク流入量（浸透

考慮後）は「02 流出計算

(QT-S グラフ)」、許容放流

量（行為前ピーク流入量）

は「01 流出計算(Q-T グラ

フ)」で算出された値が表

示されます。 

 

Ⓒ 水深-容量データを設定し

ます。(左下の解説参照) 

 

Ⓓ 水深の最大値は、調整池

の計画高水位（H.W.L）と

して下さい。 

 

Ⓔ 放流口の形状を設定しま

す。口径と管底位置を入力

します。 

※ 管底位置は、通常は池底に

設けるので位置は 0 とな

ります。 

※ 放流口の口径は、円管と矩

形管から選択できます。 

※ 円管の場合は直径を、矩形

管の場合は高さ、幅を入力

して下さい。 

 

Ⓕ「計算実行」ボタンを押す

と、調節計算が行われます。 

 

 

A 

B 

調整池(10m2) 水深H(m)

容量V(m3)

高さ
2m 1

2

2010

C 

水深-容量

No 水深H（m） 容量V（m3）

1 0.000 0.00
2 2.000 20.00
3

D Ｅ 

F 
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Ⓖ 計算結果として、「最大放

流量」「池内最大水深」「池

内最大ボリューム」が表示

されます。またこれらの結

果に応じ、「総合評価」「放

流量評価」「池容量評価」

も表示されます。 

☞ 「総合評価」が“N.G.”の

場合は、申請された対策で

は調節効果が不十分とい

うことになります。 

☞「放流量評価」が“O.K.”、

「池容量評価」が“O.K.”

となれば「総合評価」が

“O.K.”となり、申請内容

で問題は無いことになり

ます。 

☞「池容量評価」が“O.K.(30m3

増量 OK)”となれば、雨水

貯留浸透施設整備計画の

認定制度が適用されます。 

☞ 開発行為に対して必要な

池の容量を調べるためは、

放流口形状や水深-容量関

係を変化させて、「総合評

価」が“O.K.”となるまで

繰り返して下さい。 

 

Ⓗ 調節計算結果が、一覧表及

びグラフ表示されます。 

 

Ⓘ「許可申請図書」ボタンを

押すと、許可申請図書用の

様式が Excel ファイルと

して保存されます。 

G 

H 

Ｉ 
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【対象施設が浸透施設のみで調整池を設けない場合】 

対象施設が浸透施設のみで調整池を設けない場合には、以

下の手順で調節計算を実施して下さい。流入出量-時間関係

結果表示、許可申請図書の表示等が行えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓙ「水深-容量」欄に値を入力

せず、「計算実行」ボタン

(Ⓚ)を押すと、調節計算は

行われず、浸透能力の算出

結果がそのまま反映され

ます。 

※「水深-容量」欄に値が入力

されている場合は調節計

算が行われますので、削除

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

K 

J 
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Ⓔ ２段オリフィスの管底位置 
 下図のように、管底位置は池底からのそれぞれの距離を設

定します。 

 

 

 

 

(2) ２段オリフィスの場合【シート：04-②調節計算(2 段)】 

調整池計算を自然調節方式（２段オリフィス）とする場合

は、以下の方法により計算して下さい。 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

Ⓐ「04-②調整計算（2 段）」

タブを選択します。 

 

Ⓑ 行為後ピーク流入量（浸透

考慮後）は「02 流出計算

(QT-S グラフ)」、許容放流

量（計）は「01 流出計算

(Q-T グラフ)」で算出され

た値が表示されます。 

※ 許容放流量（上段）を設定

すると(Ⓔ)、許容放流量

（下段）が自動計算されま

す。 

 

Ⓒ 水深-容量データを設定し

ます。(p.28 参照) 

 

Ⓓ 水深の最大値は、調整池

の計画高水位（H.W.L）と

して下さい。 

 

Ⓔ 放流口の形状を設定しま

す。上下段オリフィスの放

流口形状（口径と管底位置）

を入力してください。 

※ 放流口の口径については、

円管と矩形管から選択で

きます。 

※ 円管の場合は直径を、矩形

管の場合は高さ、幅を入力

して下さい。 

 

Ⓕ「計算実行」ボタンを押す

と、調節計算が行われます。 

 

 

A 

B 

D 

C 

Ｅ 

F 
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Ⓖ 計算結果として、「最大放

流量（上段＋下段）」「最大

放流量（下段）」「池内最大

水深」「池内最大ボリュー

ム」が表示されます。また、

これらの結果に応じ、「総

合評価」「放流量評価」「池

容量評価」も表示されます。 

☞ 「総合評価」が“N.G.”の

場合は、申請された対策で

は調節効果が不十分とい

うことになります。 

☞「放流量評価」が“O.K.”、

「池容量評価」が“O.K.”

となれば「総合評価」が

“O.K.”となり、申請内容

で問題は無いことになり

ます。 

☞「池容量評価」が“O.K.(30m3

増量 OK)”となれば、雨水

貯留浸透施設整備計画の

認定制度が適用されます。 

☞ 開発行為に対して必要な

池の容量を調べるためは、

放流口形状や水深-容量関

係を変化させて、「総合評

価」が“O.K.”となるまで

繰り返して下さい。 

 

Ⓗ 調節計算結果が、一覧表及

びグラフ表示されます。 

 

Ⓘ「許可申請図書」ボタンを

押すと、許可申請図書用の

様式が Excel ファイルと

して保存されます。 

G 

H 

Ｉ 
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(3) ポンプの場合【シート：04-③調節計算(ポンプ)】 

調整池構造をポンプとする場合は、以下の方法により計算

して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ 「04-③調整計算（ポンプ）」

タブを選択します。 

 

Ⓑ 行為後ピーク流入量（浸透

考慮後）は「02 流出計算

(QT-S グラフ)」、許容放流

量（行為前ピーク流入量）

は「01 流出計算(Q-T グラ

フ)」で算出された値が表

示されます。 

 

Ⓒ 水深-容量データを設定し

ます。(p.28 参照) 

 

Ⓓ 水深-ポンプデータを設定

します。 

 

Ⓔ 水深の最大値は、調整池

の計画高水位（H.W.L）と

して下さい。 

 

Ⓕ「計算実行」ボタンを押す

と、調節計算が行われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A 

B 

E 

C D 

F 
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Ⓖ 計算結果として、「最大放

流量」「池内最大水深」「池

内最大ボリューム」が表示

されます。またこれらの結

果に応じ、「総合評価」「放

流量評価」「池容量評価」

も表示されます。 

☞ 「総合評価」が“N.G.”の

場合は、申請された対策で

は調節効果が不十分とい

うことになります。 

☞「放流量評価」が“O.K.”、

「池容量評価」が“O.K.”

となれば「総合評価」が

“O.K.”となり、申請内容

で問題は無いことになり

ます。 

☞「池容量評価」が“O.K.(30m3

増量 OK)”となれば、雨水

貯留浸透施設整備計画の

認定制度が適用されます。 

☞ 開発行為に対して必要な

池の容量を調べるためは、

放流口形状や水深-容量関

係を変化させて、「総合評

価」が“O.K.”となるまで

繰り返して下さい。 

 

Ⓗ 調節計算結果が、一覧表及

びグラフ表示されます。 

 

Ⓘ「許可申請図書」ボタンを

押すと、許可申請図書用の

様式が Excel ファイルと

して保存されます。 

G 

H 

Ｉ 
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3. Q & A  
 
Q1： 調節計算（ポンプ）における計算方法について、ポンプのかま場の部分はどのように表現するのが

良いか。 

A： 計算上、水深をマイナスとするのは避け、以下の計算例を参考に設定してください。 

・計算例①（基本ケース）：かま場分の容量は考慮せず、ポンプ排水運転開始水位を 0m とす

る。 

・計算例②（参考）：かま場分の容量を考慮した水位-容量曲線を設定したうえで、ポンプ排

水の開始水位を所定水位からとする。 

 
Q2： 調節計算結果の池内最大水深と池内最大ボリュームの見方について教えてください。池内最大ボ

リューム以上に貯留施設をつくればよいのでしょうか。 

A： 池内最大水深と最大ボリュームは入力条件の水深-容量関係でリンクしているものですので、

どちらでみてもよいです。調節計算した結果の池内最大ボリュームが入力条件の水深-容量関

係のうち最大のボリューム（デフォルトだと 30m3)以下でかつ最大放流量が許容放流量以下で

あれば判定は OK となります。水深で見る場合も同様です。ただし、計算結果がパンクする場

合でも池内最大水深・最大ボリュームともに入力条件で設定した値が上限として表示されま

す。この場合は容量が足りないので、「池容量評価」に「N.G(オーバーフロー有)」と表示さ

れ、総合評価は必ず NG になります。 

 

Q3： 最大放流量が許容放流量以下であっても、池容量不足となった場合に総合評価が NG となってし

まいます。雨水浸透阻害行為の許可基準としては池容量が不足していても許容放流量以下であれ

ば問題無いのではないでしょうか。 

A： 許容放流量以下でも容量不足の場合は、余水吐から越流してしまうため、許可基準を満足し

ません。 

 

Q4： 放流量が許容放流量以下の場合、「池の容量不足：無」となるはずが、「池の容量不足：有」と表示

されます。 

A： 許容放流量以下であっても調整池の容量がいっぱいになり不足するケースもあります。なお、

今回の改良によりシステム上の表示は「池容量評価」に変更しています。「放流量評価」と「池

容量評価」がともに OKとなると、「総合評価」が OK となります。 

 
Q5： 透水性舗装に目詰まり係数が２種類ある理由を教えてください。 

A： 正しくは目詰まり係数が２種類ある訳ではなく、例えば目詰まりと他の影響係数をそれぞれ

を掛け合わせるため、一般的に２種類の値の積で表現します。詳細は、「4.3 浸透施設の影響
係数」を参照ください。 
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Q6： 浸透施設のみ（貯留容量を持たない施設）の場合はどうすれば良いですか。 

A： 「02 流出計算（QT-S グラフ）」シートで許容放流量以下であることが確認できれば許可の対

象となります。 

 

Q7： 調節計算結果が出力された後、許可申請書様式の保存先を入力した上で「許可申請書」ボタンを

押下すると Excel ファイルで保存可能となっており、この手順で作業していると「保存先が不明です」

とのエラーが出ます。 

A： 今回の改良により、許可申請書様式を事前に保存しなくても、申請ボタンを押すことで Excel

様式が保存されるようになりました。 

 

Q8： 貯留施設の集水域と浸透施設の集水域が異なる場合にはどのように評価すればよいですか。 

A： 貯留施設の集水部分と浸透施設の集水部分のそれぞれをシステムで算出し、それぞれの「最

大放流量」の合計が「行為前ピーク流入量」の合計を超えないようにする方法が考えられま

す。 

 

Q9： 洪水到達時間はどう設定されているのですか。 

A： 10 分で設定しています。 
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4. 用語集・解説 

4.1. 流出係数 
合理式（主に小流域からのピーク流出量を求める際に用いられる式）の係数であり、一般

的に f で表します。特定都市河川浸水被害対策法では、同法施行規則第 10 条において、雨

水浸透阻害行為を行う前後の対象区域からの雨水流出量を、合理式を用いて算出することと

定めています。同法における合理式は次のように表されます。 

 

 

 

流出係数 f は、開発前には小さな値ですが、開発後は大きな値になるなど、対象区域の状

況によって変化します。 

特定都市河川浸水被害対策法施行規則第 10 条では、対象区域の流出係数を、「土地利用ご

との流出係数」を「土地利用ごとの面積」により加重平均して求めるものとしています。 

「土地利用ごとの流出係数」については、「流出雨水量の最大値を算定する際に用いる土地

利用形態ごとの流出係数を定める告示（平成 16 年国土交通省告示第 521 号）」に定められて

います。 

告示に定められた「土地利用ごとの流出係数」を次ページに示します。 
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別表 1 特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77 号。以下「法」という。）第 2 条第 9 項に

規定する「宅地等」に該当する土地（法第 9条第 1号関係） 

 

 
 

別表 2 舗装された土地（法第 9条第 2号関係） 

 

 
 

別表3 その他土地からの流出雨水量を増加させるおそれのある行為に係る土地（法第9条第3号関係） 

 

 
 

別表 4 別表 1から別表 3までに掲げる土地以外の土地 
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4.2. 降雨強度の遷移表 
特定都市河川浸水被害対策法では、同法施行規則第 11 条において、雨水流出量の算定に

用いる洪水到達時間内平均降雨強度は都道府県知事が公示する降雨強度の推移表によって定

められた値を用いることとしています。 

降雨強度の推移表は下に示すように、継続時間を 24 時間とする中央集中型波形の降雨の

降雨強度値の 10 分ごとの推移を表したものです。 

 

 

時 分
降雨量

（mm/h）
時 分

降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量

（mm/h）
時 分

降雨量
（mm/h）

0 0－10 6.9018 6 0－10 11.0099 12 0－10 90.9593 18 0－10 10.7104

10－20 6.9669 10－20 11.2216 10－20 64.7460 10－20 10.5217

20－30 7.0335 20－30 11.4436 20－30 52.0656 20－30 10.3410

30－40 7.1018 30－40 11.6769 30－40 44.2232 30－40 10.1679

40－50 7.1718 40－50 11.9223 40－50 38.7869 40－50 10.0018

50－60 7.2435 50－60 12.1810 50－60 34.7521 50－60 9.8423

1 0－10 7.3171 7 0－10 12.4541 13 0－10 31.6161 19 0－10 9.6890

10－20 7.3925 10－20 12.7430 10－20 29.0960 10－20 9.5415

20－30 7.4700 20－30 13.0490 20－30 27.0186 20－30 9.3995

30－40 7.5495 30－40 13.3739 30－40 25.2717 30－40 9.2627

40－50 7.6311 40－50 13.7196 40－50 23.7786 40－50 9.1307

50－60 7.7150 50－60 14.0884 50－60 22.4852 50－60 9.0034

2 0－10 7.8013 8 0－10 14.4827 14 0－10 21.3522 20 0－10 8.8803

10－20 7.8900 10－20 14.9055 10－20 20.3501 10－20 8.7614

20－30 7.9813 20－30 15.3602 20－30 19.4564 20－30 8.6464

30－40 8.0753 30－40 15.8508 30－40 18.6535 30－40 8.5351

40－50 8.1721 40－50 16.3821 40－50 17.9277 40－50 8.4273

50－60 8.2718 50－60 16.9596 50－60 17.2677 50－60 8.3228

3 0－10 8.3747 9 0－10 17.5901 15 0－10 16.6646 21 0－10 8.2216

10－20 8.4808 10－20 18.2817 10－20 16.1110 10－20 8.1233

20－30 8.5903 20－30 19.0445 20－30 15.6007 20－30 8.0279

30－40 8.7034 30－40 19.8909 30－40 15.1286 30－40 7.9353

40－50 8.8204 40－50 20.8364 40－50 14.6903 40－50 7.8453

50－60 8.9413 50－60 21.9007 50－60 14.2822 50－60 7.7579

4 0－10 9.0665 10 0－10 23.1097 16 0－10 13.9010 22 0－10 7.6728

10－20 9.1961 10－20 24.4972 10－20 13.5440 10－20 7.5900

20－30 9.3305 20－30 26.1093 20－30 13.2090 20－30 7.5095

30－40 9.4699 30－40 28.0100 30－40 12.8937 30－40 7.4310

40－50 9.6146 40－50 30.2917 40－50 12.5965 40－50 7.3546

50－60 9.7649 50－60 33.0929 50－60 12.3157 50－60 7.2801

5 0－10 9.9213 11 0－10 36.6329 17 0－10 12.0500 23 0－10 7.2074

10－20 10.0840 10－20 41.2844 10－20 11.7980 10－20 7.1366

20－30 10.2535 20－30 47.7452 20－30 11.5588 20－30 7.0675

30－40 10.4304 30－40 57.5306 30－40 11.3312 30－40 7.0000

40－50 10.6150 40－50 74.9103 40－50 11.1145 40－50 6.9341

50－60 10.8080 50－60 125.9698 50－60 10.9078 50－60 6.8698
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4.3. 浸透施設の影響係数 
本システムで浸透施設能力を設定する場合には、施設の浸透能力を低減させる様々な要因

を影響係数として 3 種類まで入力できます。影響係数は下式の形で使用されます。 

 

各施設の浸透能=単位設計浸透能×設置数量×影響係数(1)×影響係数(2)×影響係数(3) 

 

具体的にどんな要因を影響係数として扱うかについては、浸透施設に関する様々な基準毎

に異なるため、これらを参照して設置する施設の浸透能力を適正に評価する必要があります。 

 

主な基準における影響係数の考え方について、次ページ以降に示します。 

 

資料 1：増補改訂 雨水浸透施設技術指針[案] 調査・計画編 

平成 18 年 9 月 30 日 増補改訂版発行 

編集・発行  社団法人 雨水貯留浸透技術協会 

 

資料２：下水道雨水浸透 技術マニュアル 

平成 13 年６月 30 日 発行 

編集 玉木 勉 

発行 財団法人 下水道新技術推進機構 

 

資料３：宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針の解説 

平成 10 年（1998 年）2 月 27 日初版発行 

監修 建設省建設経済局民間宅地指導室 

編集・発行 社団法人 日本宅地開発協会 
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4.4. 道路管理者用の浸透計算 
（1）透水性舗装 

透水性舗装への雨水の浸透・貯留、透水性舗装からの流出の過程は 3 つの状態で表すこと

ができます。以下の3 つの状態において、ある時間ごとに各状態における水収支計算を行い、

STEP2 と STEP3 における管流出水量および表面流出量から単位面積あたりの雨水流出量を求

めます。 

 

＜STEP1：雨水が路床面積まで達していない状態＞ 
雨が降り始め、雨水が透水性舗装内に上面から浸透している状態で、路床上面まで達

しておらず、水位が発生していない状態。よって路床への浸透、集水管への流入および
放流孔からの流出は発生しない。 

＜STEP2：舗装体内での溢水が生じるものの、舗装表面からの流出は生じていない状態＞ 
STEP1 が路床上面まで達し、舗装内への湛水が始まり、水位が発生する。STEP2 か

ら路床浸透、集水管への流入および放流孔からの流出が発生する。 
＜STEP3：舗装表面から水が流出した状態＞ 

湛水が舗装上面まで達し、表面流出水が発生する。 
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（2）浸透トレンチ・浸透マス 
「道路路面雨水処理マニュアル（案）」では、ひとつの浸透トレンチもしくは浸透マスを対

象として水頭を算出し、浸透量を経時的に算出する方法が記載されています。しかしながら、

実際の浸透施設では諸元の異なる複数の浸透トレンチ・浸透マスが設置されることとなりま

す。 

そこで本計算では「雨水浸透施設技術指針（案）調査・計画編」（P67～P72）に記載されて

いる浸透施設の統合化により浸透トレンチ・浸透マスの平均設計水頭を算出して浸透能を算

出しています。
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4.5. 矩形調整池 
「調整池必要容量の概算」は、水深（ユーザーの入力値）のみを固定した矩形調整池を仮

定し、行為後の流出量を行為前の流出量に抑えるために必要な池の容量を、繰り返し計算に

よって求めています。 

矩形調整池は、入力された水深を上回らないように、池の面積を可変として入力された水

深を下回るまで繰り返し計算を行って仮定しています。 
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4.6. オリフィス 
本システムでのオリフィスは以下の図のように定義されています。オリフィスの形状は円

形及び矩形を想定しています。放流口形状の口径は円形の場合は直径を、矩形の場合は高さ

と幅を入力してください。 

 

 
 

 

 

4.7. 調整池容量計算システム ver1.5 からの更新内容 
 調整池容量計算システムの ver1.5 から ver2.0 へ更新する際に変更した部分は以下の 9 点

です。 

 

（1） データクリア機能の追加【シート：00 はじめに】 

新たな調整池容量計算を実施する際に、前の計算結果がシートに残っている場合の計算ミ

スを防止するために、全てのデータをクリアする機能を追加しました。（全ての値がクリアさ

れてしまうため、クリアしたくないデータや情報は別途記録しておいてください。） 

 

図 4-1 「00 はじめに」シートのデータクリアボタン 

 

（2） 流出係数に太陽光パネルを追加【シート：流出係数算出】 
「流出係数算出」シートに太陽光パネルの欄を追加しました。 
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図 4-2 「流出係数算出」シート 

 

（3） 降雨強度式からハイエトを作成する機能の追加【シート：降雨強度】 
雨水浸透阻害行為の対象降雨は、都道府県知事等が公示する基準降雨とされており、「確

率年を 10 年、降雨波形を中央集中型、洪水到達時間を 10 分、降雨継続時間を 24 時間と

し、既存の降雨観測記録から降雨継続時間と降雨強度の関係について統計処理して適切に

設定することを標準とする」ことになっています。 

各都道府県より対象降雨の降雨強度が公表されている場合は、その値を「降雨強度」シ

ートに添付（または入力）して計算しますが、降雨強度式がわかっている場合は、赤枠に

その係数を入力すると 10 分毎の降雨強度が自動で入力されます。また、別の降雨強度式

に対する調節容量などを検討する場合には、降雨強度式の係数を入力することで降雨を設

定できるます。 

行為前Σan

行為前 行為後 0.10
0.200 0.900 行為前Σ(fn*an)

0.02

土地利用の形態の細区分 流出係数
行為前面積

（ha）
行為後面積

（ha）

－ 0.1000 0.1000

宅地 0.90 0.1000 0.00

池沼 1.00 0.00

水路 1.00 0.00

ため池 1.00 0.00

道路(法面を有しないもの） 0.90 0.00

道路（法面を有するもの） 0.00

鉄道線路（法面を有しないもの） 0.90 0.00

鉄道線路（法面を有するもの） 0.00

飛行場（法面を有しないもの） 0.90 0.00

飛行場（法面を有するもの） 0.00

太陽光パネル 0.90 0.00

不浸透性材料により舗装された土地（法
面を除く）

0.95 0.00

不浸透性材料により覆われた法面 1.00 0.00

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施
設を伴うものに限る）

0.50 0.00

運動場その他これに類する施設（雨水を
排除するための排水施設を伴うものに限
る）

0.80 0.00

ローラーその他これに類する建設機械を
用いて締め固められた土地

0.50 0.00

山地 0.30 0.00

人工的に造成され植生に覆われた法面 0.40 0.00

林地、耕地、原野その他ローラーその他
これに類する建設機械を用いて締め固め
られていない土地

0.20 0.1000 0.02

0.00

計

流出係数算定結果

上
記
第
１
号
か
ら
第
３
号
に
掲

げ
る
土
地
以
外
の
土
地

宅
地
等
以
外
の
土
地

雨水浸透阻害行為の技術基準として設定する流出係数

第
２
号

関
　
連

区分

第
３
号

関
　
連

宅
地
等
に
該
当
す
る
土
地

第
１
号
関
連
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図 4-3 「降雨強度」シート 

 
（4） 浸透施設の比浸透量を算出するシートを追加【シート：比浸透量】 

雨水浸透施設の比浸透量は、製品の基準値がある場合はその値を採用しますが、基準値が

ない場合には「雨水浸透施設技術指針(案)」を参考に設定することとなります。比浸透量は、

施設種類・施設形状により算出されることから、上記指針に従って比浸透量を設定するシー

トを追加しました。 

 

図 4-4 「比浸透量」シート 
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（5） 浸透施設の空隙貯留量を個別に算出できるように修正【シート：浸透施設能力】 
空隙貯留量について、各施設ごとの透水管部と砕石部をそれぞれ入力できるように修正し、

全体の空隙貯留量を自動で算定するように改良しました。（貯留浸透モデル_道路管理者用の

シートも同様に改良。） 

 

 

図 4-5 「浸透施設能力」シートの空隙貯留量の算定機能 

 

 

図 4-6 浸透施設の空隙貯留（一般概念図） 

 

（6） 透水係数の単位ミスがないように修正【シート：浸透施設能力】 
透水係数の単位は参考とする資料によって異なることから、浸透施設の浸透能力の算定

時に設定ミスの発生が懸念されます。そのため、飽和透水係数の単位をプルダウンで設定

するように改良しました。（貯留浸透モデル_道路管理者用のシートも同様に改良。） 

 

浸透マス 透水性舗装 その他

0.139 0 .000 0 .000 0 .286 ｍ3

条件設定
ます部

1 0.075 0.213 30.00

2

3

4

5

6

7

8

9

10

浸透管部

1 0.031 0.329 35.00

2

3

4

5

6

7

8

9

10

【浸透トレンチ】

砕石部

体積

（ｍ3）

体積

（ｍ3）

空隙率
（％）

【浸透マス】 体積

（ｍ3）

体積

（ｍ3）

空隙率
（％）

砕石部

空隙貯留量算定結果
浸透トレンチ 空隙貯留量算定結果

0.146+ + ＝+

ます部と砕石部
をそれぞれ入力

浸透管部と砕石部
をそれぞれ入力
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図 4-7「浸透施設能力」シートの飽和透水係数の単位設定（プルダウン） 

 
 

（7） 浸透施設のデフォルト入力値を消去【シート：浸透施設能力】 
「浸透施設能力」シートにデフォルト入力値があったため、消去しました。 

 

（8） 貯留容量に対する 30m3の増分の判定機能【シート：04-①～③ 調整計算】 

 雨水貯留浸透施設整備計画の認定に当たっては、認定の基準が定められており、このうち、

施設の規模については、「総貯留量から雨水浸透阻害行為の対策工事により確保すべき貯留量

を除いた貯留量が 30m3 以上」とされています。詳細計算を実施する「調節計算」シートで算

定される容量が、雨水浸透阻害行為での貯留量より 30m3以上または以下かを判定した結果を

表示するように変更しました。併せて、「放流量評価」と「池容量評価」の表示をわかりやす

く変更しました。「池容量評価」に「O.K(30m3増分 OK)」と表示された場合に、認定制度の対

象となります。 

 

 

図 4-8 「調節計算」シートでの貯留容量に対する 30m3増量分の判定 

O.K

許容放流量以下

無

0.009785 m
3
/s

1.957 m

58.71 m
3

池内最大水深

総合評価

放流量評価

池の容量不足

池内最大ボリューム

計　算　結　果

最大放流量

N.G

N.G（許容放流量以上）

N.G（オーバーフロー有）

0.009200 m
3
/s

1.000 m

111.73 m
3池内最大ボリューム

総合評価

計　算　結　果

放流量評価

池容量評価

最大放流量

池内最大水深

■従来版 ■改良版

表現変更

オーバーフロー
時に超過分のボ
リュームを示す
ように変更
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表 4-1 「放流量評価」と「池容量評価(従来版の「池の容量不足」)」の表示項目 

項 目 判 定 従来版の表示 改良版の表示 

放流量評価 
最大放流量＞許容放流量 許容放流量以上 N.G（許容放流量超過） 

最大放流量≦許容放流量 許容放流量以下 O.K（許容放流量以下） 

池容量評価 

池内最大ボリューム>池容量 有 N.G（オーバーフロー有） 

池内最大ボリューム≦池容量－30m3 無 O.K（30m3 増分 OK） 

池容量－30m3＜池内最大ボリューム≦池容量 無 O.K（30m3 増分 NG） 

 

（9） 許可申請図書の作成機能の改善【シート：04-①～③ 調整計算】 

 調整計算シートで「許可申請図書の作成」をする際に、これまでは事前に様式をダウンロ

ードする必要がありました。今回の改訂により、様式のダウンロードはせずに「許可申請図

書の作成」ボタンを押すことで、必要な様式が出力されるようになりました。 

 

 

図 4-9 「調節計算」シートの「許可申請図書の作成」の改良 
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5. 「流域治水」と「特定都市河川浸水被害対策法」の概要 

5.1. 「流域治水」の概要 
近年、短時間降雨の発生回数の増加（50mm/h 超の発生件数は約 30 年前の 1.4 倍）や台風

の大型化等、既に地球温暖化の影響が顕在化してきており、今後、さらに気候変動の影響に

より、水災害の激甚化・頻発化が予測されています。 

「流域治水」とは、このような気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、

堤防の整備、ダムの建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河

川に流入する地域）から氾濫域（河川等の氾濫により浸水が想定される地域）にわたる流域

に関わるあらゆる関係者が協働して水災害対策を行う考え方です。 

流域治水では、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、地

域の特性に応じ、「①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策」、「②被害対象を減少させる

ための対策」、「③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策」をハード・ソフト一体で総合

的かつ多層的に進めることとしています。 

 

 
図 5-1 「流域治水」の施策イメージ 

 
この中で、「①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策」は、開発等に伴って流出雨水量

の増大により水害の危険が高まることがないように貯留・浸透対策を義務付ける制度（雨水

浸透阻害行為の許可）のほか、河川管理者自ら雨水貯留浸透施設の整備を可能にする制度や、

一定規模以上の防災調整池の保全が図られるよう機能阻害行為を事前届出制とする制度（保

全調整池の指定）等が設けられ、流域における貯留・浸透機能の向上・保全に着目した制度

となっています。 
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図 5-2 「①氾濫をできるだけ防ぐための対策」の概念図 

 

 
図 5-3 「①氾濫をできるだけ防ぐための対策」の対策例 
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5.2. 「特定都市河川浸水被害対策法」の概要 
（1） 特定都市河川浸水被害対策法 

特定都市河川浸水被害対策法は、都市化の進展に伴う人口及び資産の集積、集中豪雨の増

加等により、都市部における浸水被害が甚大となってきている一方、都市部を流れる河川の

流域においては、通常の河川改修のみでは浸水被害の防止を図ることが市街化の進展により

困難となってきていることを踏まえ、当該流域における浸水被害の防止のための対策の推進

を図るものとして、平成 16 年５月 15 日に施行されました。 

 

 

図 5-4 流域治水関連法に基づく各法令の改正内容と流域治水対策の関係 

 

ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、上流・下流や本川・支川の流域全

体を俯瞰し、国や流域自治体、企業・住民等、あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治

水」の実効性を高め、強力に推進するため、「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正す

る法律」（令和３年法律第 31 号。通称「流域治水関連法」）が整備され、令和３年５月 10 日

に公布、同年 11 月１日に全面施行されました。 

このうち、特定都市河川浸水被害対策法は、流域治水関連法の中核をなすものであり、特

定都市河川を全国の河川に拡大し法的枠組みのもとで流域治水を強力に推進していくための

所要の改正が行われました。 
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図 5-5 流域治水関連法の概要 

 

詳細については「特定都市河川浸水被害対策法 解説ガイドライン」第１章に記載されて

います。 
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（2） 雨水浸透阻害行為に対する雨水貯留浸透施設の整備 
特定都市河川流域において、河川管理者等が計画的に行う浸水被害防止のための対策によ

る効果が減殺しないようにするため、開発等により生じる流出雨水量の増加について、当該

行為を行う者に流域対策を求めるものとなっています。 

雨水浸透阻害行為（土地利用の変更：図 5-6 参照）の際には、行為に増加した流出雨水量

（地下に浸透しないで他の土地へ流出する雨水の量）を抑制するための雨水浸透施設を整備

しなければないことになっています。 

 

「調整池容量計算システム」は、雨水浸透阻害行為の許可申請を支援するツールとして開

発されました。 

雨水浸透阻害行為に対する許可の詳細については「特定都市河川浸水被害対策法 解説ガ

イドライン」第６章に記載されています。 

 

 

図 5-6 許可の対象となる雨水浸透阻害行為 

 

 

（3） 雨水貯留浸透施設整備計画の認定 
河川整備のみでは浸水被害の防止が困難な特定都市河川流域においては、流域のあらゆる

関係者が一体となって雨水の河川への流出を抑制する効果のある雨水貯留浸透施設の整備を

促進することにより、浸水被害の防止・軽減を図る必要があります。このため、雨水浸透阻

害行為の許可制等の規制的手法のみならず、流域のあらゆる関係者の協力による付加的な雨

水浸透や貯留に係る取組を一層促進 することが求められます。 

このような状況を踏まえ、特定都市河川法改正により、特定都市河川流域における民間事

業者等による雨水貯留浸透施設の設置及び管理を促進するため、民間事業者等が行う一定規

模以上の容量や適切な管理方法等の条件を満たした雨水貯留浸透施設整備に係る計画の認定

流出係数小 大

林地
耕地

原野

0.2 0.3

山地

0.4

人工植生法面
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道路（法面無し）
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※
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0.5

0.95
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①宅地等にするために行う土地の形質の変更

②

駐車場整備/公園の遠路整備/
法面保護工事（Co吹付等）

フェアウェイ 等

住宅団地/商業施設/工業団地/
太陽光発電施設の用に供する土地
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公園内の美術館/競技場スタンド/
ゴルフ場のクラブハウス/
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制度を創設し、計画の認定を受けた事業者に対する施設整備費用に係る法定補助、地方公共

団体による管理協定制度等を措置することにより、民間事業者等による自主的な取組を積極

的に誘導・後押しし、浸水被害の防止・軽減を図ることになりました。 

 

 

図 5-7 補助や交付税措置による認定事業者への支援イメージ 

 

 

上部がオープンのケース             地下貯留のケース 

図 5-8 雨水貯留浸透施設の整備例（出典：内閣官房ホームページ） 

 

雨水貯留浸透施設整備計画の認定制度の詳細については「特定都市河川浸水被害対策法 

解説ガイドライン」第５章に記載されています。 

 

  

民間事業者
の負担

１／４程度

都道府県等
の補助※

（１／４目安）

国の補助
補助率：１／２

※指定区間内の一級河川及び二級河川で整備する場合、国の補助は「１／４を目安に都道府
県等が負担する場合に限る」としている。（指定区間外の一級河川では当該規定はない）

地方負担額の５割について
特別交付税措置を講ずる

貯留浸透機能を有する施設に係る
経費が対象
（工事費のほか、用地・補償費も対象）

下水道
・河川

平時に雨水を利用する
等の多目的利用を行う
場合、別の補助金との
併用も可能
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6. 雨水貯留浸透施設の事例集 

（雨水貯留浸透施設の多目的利用） 
雨水貯留浸透施設は、周辺の環境に配慮した施設であることが望ましいです。浸水被害の軽

減を目的とした調整池は、通常時においては都市域における貴重なオープンスペースとなりう

るものであり、雨水貯留浸透施設については、多目的複合利用を積極的に推進するなど、その

有効かつ効率的な整備・運用を図るよう適切な措置を講じることとされています。 
雨水貯留浸透施設及び既存の防災調整池について、公園整備や環境整備等により施設の有効

利用が図られるよう調整することが望ましいです。なお、雨水貯留浸透施設の多目的利用に当

たっては、利用者の安全性を確保できるように、十分に検討することが必要です。 
 

表 6-1 雨水貯留浸透施設の多目的利用の事例 

種 施設写真 施設概要 備考 

学
校
（
校
庭
） 

 

・施設名：高知商業高等学
校 

・所在地：高知県高知市 
・管理者：高知県 
・容 量：2,098m3 

流域に住宅が密集している
ため、河川改修が困難なた
め流域対策として実施。 

公 

園 
 

・施設名：勝川駅南公園雨
水調整池 

・所在地：愛知県春日井市 
・管理者：春日井市 
・容 量：2,940m3 

公園地下に貯留施設を設
置。速効性のある貯留施設
の整備により、浸水被害常
襲地区の被害軽減。 

 

広 

場 

 

・施設名：フノカケ池 
・所在地：福岡県福岡市 
・管理者：福岡市 
・容 量：1102.93m3 

整備に当たり地元より通常
時は広場として利活用した
いとの要望があり、地元意
見を反映した形で整備。日
常管理は地元愛護会が実
施。 

公
共
施
設 

 

・施設名：館第一排水区雨
水調整池 

・所在地：埼玉県志木市 
・管理者：志木市 
・容 量：18,000m3 

市民体育館の下はピロティ
式調整池。その他にも駐車
場として利用する区画も貯
留機能を有する。 
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駐
車
場 

 

・施設名：布施駅前調節池 
・所在地：大阪府東大阪市 
・管理者：東大阪市 
・容 量：12，000m3 

布施駅北側地区の市街地再
開発事業、都市計画駐車場
事業による駅前整備事業と
あわせて、地下駐車場と調
節池の共同事業が進められ
た。 

野
球
場 

 

・施設名：大洲雨水貯留池 
・所在地：広島県広島市 
・管理者：広島市 
・容 量：約 15,000m3 

広島市民球場の地下に雨水
貯留池を設置。既設下水管
の流下能力を超える雨水
と、球場の屋根やグラウン
ドに降った雨を貯留球場の
屋根やグラウンドに降った
雨は専用の水槽に貯め、そ
の水を新球場のグラウンド
への散水やトイレ用水及び
周辺のせせらぎ水路に再利
用。 

高
速
道
路 

 

・施設名：大橋ジャンクシ
ョン(上部利用) 

・所在地：東京都目黒区 
・管理者：－ 
・容 量：350m3 

高速道路 JCT の屋上を立体
都市公園として整備。大量
の覆土を勾配のある屋上に
盛るため、土砂の流出を防
ぐコンクリート堰堤を 18
箇所に施工。堰堤下流側に
雨水貯留槽をもうけ、雨を
貯めて少しずつ排水。 

高
架
下 

 

・施設名：道路橋高架下(複
数の事例あり) 

・所在地：神奈川県横浜市 
・管理者：横浜市 
・容 量：100 m3 

道路管理者が管理する高架
下スペースを活用し、流域
自治体が雨水貯留施設を設
置。 

公
共
施
設
跡
地 

 

・施設名：東大阪市下水処
理場（跡地） 

・所在地：大阪府東大阪市 
・管理者：－ 
・容 量：32,000m3 

下水処理場の廃止に伴っ
て、跡地に雨水貯留施設を
設置。 
 

上
部
利
用 

 

・施設名：後谷調整池 
・所在地：埼玉県桶川市 
・管理者：桶川市 
・容 量：300,900m3 

工業団地内にある調整池を
有効活用し、地球温暖化対
策施策の一環として、水上
式メガソーラー発電施設を
設置。事業者の費用負担に
より設置することを条件に
事業者を公募。 

 
  



 

62 
 

（雨水の利用の推進） 
雨水貯留浸透施設を整備する場合には、併せて雨水の利用についても検討することが望まし

いです。雨水は、平常時の水資源の有効利用（トイレ用水や散水、防火用水等）のほか、緊急

時（渇水時、地震時等）の代替水源としても期待されています。 
令和元年度末現在、雨水は全国の 3,770 施設で利用されており、年間利用量は、約 1,232 万

㎥になっています。 
地方公共団体における雨水の利用の推進にあたっては、それぞれの地域の特性を踏まえた具

体的な利用方法を検討する必要があることから、部局横断的な調整や、住民の参加と専門家の

知見の活用などが求められます。施策の検討にあたっては国土交通省が作成した実務担当者向

けの手引き「雨水の利用の推進に関するガイドライン（案）」

（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizsei/mizukokudo_mizsei_tk1_000068.html）を参考

にしてください。 
 

 
図 6-1 雨水利用施設の例（南町田グランベリーパーク駅） 

 
 
 


